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英国から学ぶこと 

­原子力と再生可能エネルギーの共存には国の支援が必要- 
 

１２月中旬に開かれた会合で、英国政府関係者が「英国政府は、エネルギー安全保障と温暖化対策のた

めに原子力発電を推進する。そのために、原子力発電所からの電力を固定価格で買い取る制度を開始する」

と挨拶していた。直後の１２月１８日、EU 委員会のホアキン・アルムニア競争戦略担当委員が、「英国の原子

力発電に関する制度は補助金の可能性があり、徹底的な調査が必要」と指摘したとのニュースが流れた。 

英国ではサーチャー時代の１９９０年から電力事業の自由化が開始された。いま、発電部門は、ドイツ、フラ

ンスなどの大手６社が中心に供給を行っている。需要家は供給業者を自由に選ぶことができる。自由化後 20

年以上が経過し、発電設備が老朽化により閉鎖されるようになってきた。しかし、自由化された市場では将来

の電気料金の保証がなく収益が不透明になるために、新規設備への投資家はなかなか現れない。特に、長

期間に亘り安定的な電気料金と収益保証が必要な原子力発電所を建設する事業者は現れない。 

事態打開のために英国政府が考えた案が、再生可能エネルギーの発電設備導入促進に利用されている

固定価格買い取り制度だ。その適用一号案件はフランス電力公社（EDF）が、中国企業と共同で建設を予定

しているヒンクリー・ポイント C 原発だった。英国政府は、同原発から発電される電力を３５年間に亘り、１MW

時当たり９２．５5 ポンド（１kW 時当たり１５．８円）で購入することを、１３年１０月に決めた。 

EU 委員会は、この買い取り保証は、その期間と金額に前例がなく、市場を歪める可能性があるとして、調

査を行う意向だ。これに対し、英国政府は再生可能エネルギーに対する固定価格買い取り制度を通して与え

られている補助金と同じであり、違法ではないとの立場を主張している。この EU 委員会の調査は、長ければ

数年間必要と見られている。現政権は 15 年の総選挙に勝利した場合には EU 離脱に関する国民投票を実

施する予定だ。エネルギー政策を巡る対立は、英国の EU 離脱問題にも影響を与える可能性もある。 

 

電力供給には再生可能エネルギーと原子力共存政策が必要 

 

英国政府の主張にみられるように、英国政府は原子力と再生可能エネルギーによる発電に、固定価格買

い取り制度を適用する方針を決めている。ともに二酸化炭素を排出せず温暖化対策には重要な電源だ。こ

の英国政府の決定から、これから検討が進められる日本の電力システム改革に関する、二つの重要な示唆

が読み取れる。 

一つは、自由化した市場では、コストが高い電源、あるいは長期間に亘り収益保証が必要な電源に投資す

る事業家は現れない。そのために、温暖化対策あるいはエネルギー安全保障上必要と思われる電源につい

ては、国による支援策が必要ということだ。収益の見通しが不透明な環境下では、市場に任せるだけでは、必

要な電源を確保することはできないということだ。EU 委員会が原子力発電の買い取りを認めなければ、英国

は２０２０年代に停電するだろう。 

もう一つ重要なことは、原子力と再生可能エネルギーの共存ということだ。日本に限らず、世界の再生可能

エネルギー推進者の多くは、反原発だ。しかし、不安定な電源の再生可能エネルギーが、最も安定的な発電

を行う原子力を、代替することは短中期には起こりえない。英国のように不安定な再生可能エネルギーと安定

的な原子力を共に育てることが重要だ。 
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